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子会社の商号の変更、事業再編に伴う子会社（孫会社を含む）の異動（ＩＴＩ（旧

ＤＧインキュベーション）、ＤＧコミュニケーションズ）及び子会社の設立、並び

に子会社に対する債務免除等の金融支援に関するお知らせ 

 
当社は、平成21年６月25日開催の取締役会において、平成20年8月27日に発表致しました「株

式会社デジタルガレージと株式会社イーコンテクストの合併に関するお知らせ」に続くグルー

プ事業再編の一環として、経営資源の最適配分の観点から下記の子会社及び孫会社の異動につ

き決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記  

 

１．事業再編の概要 

当社グループ再編として、当社が株式を100％保有しております連結子会社株式会社Ｄ

Ｇインキュベーション（以下「旧ＤＧＩ」）について、平成21年６月25日開催の旧ＤＧ

Ｉ臨時株主総会において、下記「４．子会社の異動（ＩＴＩ（旧ＤＧＩ））」に記載し

ております株式譲渡契約の締結を前提として、商号をＩＴＩ株式会社（旧株式会社DG
インキュベーション：以下「ＩＴＩ」）に変更し（下記「３．子会社の商号の変更」に詳

細を記載しております）、当該子会社をＩＴホールディングス株式会社（東京証券取引

所第一部上場、証券コード：3626、以下「ＩＴＨＤ」）へ譲渡いたします。また、同日、

100％連結子会社株式会社ＤＧインキュベーション（以下「新ＤＧＩ」）を設立いたしま

す。 
 
続いて同日、当社が株式を100％保有しております連結子会社株式会社ＤＧコミュニ

ケーションズ（以下「ＤＧＣ」）をＭＢＯ方式により譲渡し（下記「６．子会社の異動（Ｄ

ＧＣ）」に詳細を記載しております）、債務免除等の金融支援を行うことを決議いたしま

した（後記７．ＤＧＣに対する債務免除等の金融支援に詳細を記載）。 
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【ＤＧインキュベーションに係る事業再編概要図】 
 
〔現状〕 

（株）デジタルガレージ

（株）DG
インキュベーション

（株）DG＆

パートナーズ

100％

80％

DGニューコンテクストファンド（GP分、LP分）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔第 1 段階〕 
株式会社 DG インキュベーションを ITI 株式会社に商号変更 
 

（株）デジタルガレージ

ITI（株）

（株）DG＆

パートナーズ

100％

80％

DGニューコンテクストファンド（GP分、LP分）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔第 2 段階〕 
デジタルガレージが新たに株式会社 DG インキュベーションを設立 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（株）デジタルガレージ

ITI（株）

（株）DG＆

パートナーズ

80％
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DGニューコンテクストファンド（GP分、LP分）

（株）DG
インキュベーション

100％100％



 
 

 
 
 
〔第 3 段階〕 
ITI が、DG インキュベーションに対して海外投資案件の有価証券、デジタルガレージに対して

国内上場会社の有価証券等を売却 
 

（株）デジタルガレージ

ITI（株）

（株）DG＆

パートナーズ

80％

DGニューコンテクストファンド（GP分、LP分）

（株）DG
インキュベーション

100％100％

海外投資案件の
有価証券

国内 直接投資案件の有価証券の一部
国内上場会社の有価証券

国内上場会社の有価証券等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔第 4 段階〕 
デジタルガレージが、IT ホールディングス株式会社に ITI を売却 
 
 

（株）デジタルガレージ

ITI（株）

（株）DG＆

パートナーズ

80％

DGニューコンテクストファンド（GP分、LP分）

（株）DG
インキュベーション

100％100％

IT
ホールディングス（株）

※DG＆パートナーズ、DGニューコンテクストファンドは

商号変更予定

※売却後、ＤＧ＆パートナーズ、ＤＧニューコンテクストファンドは 
商号変更予定 
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２．事業再編の背景 
当社は、当社グループの経営資源の最適配分とグループシナジーの追求を経営の重要

なテーマとして取り組んでおります。 
 
旧ＤＧＩは、育成事業会社として（１）国内未上場企業への直接投資、（２）子会社

（当社の孫会社）である株式会社ＤＧ＆パートナーズ（以下「ＤＧＰ」）が運営するフ

ァンドを通じての国内未上場企業への間接投資、（３）シリコンバレーを中心とする海

外未上場企業への直接投資、以上３種類の国内外投資事業を並行し手掛けてまいりまし

た。 

その結果、昨今の国際的な金融市場の混乱、ベンチャー企業の株式公開の激減の影響

を国内外で同時に受ける結果となり、投資先企業の評価減損も余儀なくされております。 

 

一方で、平成21年に入り、投資先数としては限定的な（３）の海外未上場企業の中か

ら、米Ｔｗｉｔｔｅｒ社が世界市場で急成長し、日本市場参入意欲も強まる等、海外投

資先の日本国内事業拡大支援に関するニーズが急速に高まりつつあります。こうした背

景から、旧ＤＧＩの、国内投資を並行し手掛ける従来型の投資会社の枠組みでは、海外

投資先支援に関する柔軟な対応が困難となりました。 

 

また、海外ベンチャーキャピタルやエンジェル投資家からの事業提携要望も本年に入

り増加していることから、グローバル・スタンダードなベンチャー投資・育成事業の枠

組みを備え、国際感覚に富む投資家及び起業家人材を中心に雇用する、次世代型投資・

事業育成会社として、新たに新ＤＧＩを設立し、顕在化する新たなニーズへの対応を行

うことといたしました。 

 

それに伴い、（１）、（２）の日本国内投資先への投資・育成事業を主業務とするＩ

ＴＩは、ＩＴソリューション提供を主業務とする投資先企業が大多数を占めることもあ

り、より事業シナジーが高いと判断されるＩＴＨＤへ売却することについて合意いたし

ました。 

 

なお、一見複雑な本再編を選択したのは、当社が保有するＩＴＩ全株式をＩＴＨＤに

譲渡することで、ＩＴＩの投資先における株主変更（譲渡承認）が不要であること、フ

ァンド運営会社であるＤＧＰの株主構成の変更及びＩＴＩのＤＧニューコンテクスト投

資事業有限責任組合（以下「ＤＧファンド」）への出資持分の地位譲渡が不要であること

等、ＩＴＨＤへの投資先株式、ＤＧＰ株式、ファンド出資持分の移転が簡便に実行可能

となるためであります。 
 

また更なる事業再編として、不動産広告事業を行うＤＧＣの普通株式 90%を同社役員

に売却するＭＢＯ（マネジメント・バイアウト）を実施することにいたしました（後記

６．子会社の異動（ＤＧＣ）に詳細を記載）。 
 
事業再編のプロセスにおいて、高付加価値・高収益事業たる３つのコア事業（①ソリ

ューション事業、②ポータル/ブログ事業、③インキュベーション事業）のシナジーの成

果において、期待していた効果が出てくることが難しいと判断したこと及び中長期的な

外部環境等を総合的に判断した結果、ＤＧＣ株式の売却に至りました。 
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 ＤＧＣは、平成 19 年４月に当社の完全子会社となって以来、不動産市場の不振、主要

顧客の経営破綻等の厳しい事業環境の下、業績が低迷しているものの、徹底したリエン

ジニアリングとＢＰＲ（ビジネスプロセス改善活動）により、粗利率等のＫＰＩ指標は

着実に改善されており、さらに同社役員の経営能力・モラルも向上していることからも、

今回のＭＢＯが同社の自主独立経営を目指す最適なタイミングであると認識しておりま

す。 
 
なお、当社はＤＧＣの自立と円滑な事業運営を側面支援するため、本ＭＢＯの付帯条

件として、株式譲渡日時点における、１．貸付金の一部の債権放棄（３億円：事業再構

築関連費用２億円・オフィス削減関連費用１億円）、２．株式譲渡日以降２年間に限定し

た極度貸付枠の設定（10 億円）を実施することとしております。 

 

３．子会社の商号の変更 

（１）当該子会社の名称： 株式会社ＤＧインキュベーション 

 

（２）新 商 号： ＩＴＩ株式会社（ITI, Inc.） 

 

（３）変 更 の 理 由 

ＤＧＩを含む当社グループの事業再編の一環として 

 

（４）新 商 号 実 施 日： 平成21年６月25日（予定） 

 

４．子会社の異動（ＩＴＩ（旧ＤＧＩ）） 

(１) 異動の理由  

前項２．事業再編の背景をご参照ください。 

 

(２) 異動する子会社の概要  

（ⅰ）商 号 ＩＴＩ株式会社（旧株式会社ＤＧインキュベーション）  

（ⅱ）代 表 者 代表取締役社長 南 一哉  

（ⅲ）本 店 所 在 地 東京都渋谷区富ケ谷二丁目43番15号 

（ⅳ）設 立 年 月 日 平成17年７月29日  

（ⅴ）主 な 事 業 内 容 ベンチャー企業への投資・育成等インキュベーション事業  

（ⅵ）事業年度の末日 ６月30日  

（ⅶ）従 業 員 数 ４名（平成21年３月31日現在） 

（ⅷ）主 な 事 業 所 東京都渋谷区富ケ谷二丁目43番15号 

（ⅸ）資 本 金 の 額 350百万円（平成21年３月31日現在）  

（ⅹ）発行済株式総数  14,000株（平成21年３月31日現在）  

（ⅹⅰ）大株主構成及び所有割合（平成21年３月31日現在） 

株式会社デジタルガレージ 100.0%
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（ⅹⅱ）最近連結会計年度における業績の動向 

  (単位：百万円) 

 平成 19 年６月期 平成 20 年６月期 

売上高 2,047 420 

売上総利益 

（△は損失） 

967 △1,154 

営業利益 

（△は損失） 

351 △1,416 

経常利益 

（△は損失） 

450 △1,364 

当期純利益 

（△は損失） 

277 △1,375 

総資産 5,125 3,597 

純資産 5,099 3,580 

資本金の額 350 350 

1 株当たり配当金 10,714 円 28 銭 ― 

 

  

(３) 譲渡の相手先の概要  

（ⅰ）商 号  ＩＴホールディングス株式会社  

（ⅱ）代 表 者 代表取締役社長 岡本 晋 

（ⅲ）本 店 所 在 地 富山県富山市牛島新町５－５ 

（ⅳ）設 立 年 月 日   平成20年４月１日 

（ⅴ）資 本 金   10,000百万円 

（ⅵ）事 業 の 内 容  傘下子会社及びグループの経営管理ならびにそれに付帯す

る業務 

（ⅶ）従 業 員 数   単体53名、連結15,385名（平成20年３月31日現在） 

（ⅷ）当 社 と の 関 係   当社との資本的・人的関係はございません 

 

（ⅸ）大株主構成及び所有割合（平成20年９月30日現在） 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社 
15.9%

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 11.7%

 

 

 

(４) 譲渡前及び譲渡後の保有株式数及び保有割合  

（ⅰ）異動前の所有株式数 14,000株（保有割合100.0％）  

     （議決権の数14,000個）  

（ⅱ）譲 渡 株 式 数  14,000株  
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     （議決権の数14,000個）  

（ⅲ）異動後の所有株式数  ０株（保有割合0.0％）  

     （議決権の数０個）  

（ⅳ）譲 渡 価 額 2,290百万円 

※平成21年６月期見込みの純資産は、おおよそ24億円前後と見

込まれることから、当該価額を基礎として今回の譲渡価額を

決定いたしました 

（ⅴ）当 社 と の 関 係  連結子会社 

  

(５) 異動の日程  

平成21年６月25日  取締役会決議、株式譲渡契約締結  

平成21年６月30日  株式譲渡実行日（予定）  

 

(６) 今後の見通し  

   本件により、ＩＴＩ及び同社の子会社（当社の孫会社）であるＤＧＰ並びにＤＧファン

ドは、当期末をもって当社連結対象会社から除外されます。 

当期第３四半期決算におきましてＤＧＩ株式は個別財務諸表におきましても減損処理 

が済んでおります。 

したがいまして、この株式売却により、個別財務諸表におきましては特別利益として約

100百万円の関係会社株式売却益が発生する見込みとなります。 

また、連結財務諸表におきましては特別損失として約100百万円の関係会社株式売却損が

発生する見込みとなります。 

一方で、税務上の損金処理により、税金費用は1,200百万円減少いたしますので、当期純

利益につきましては、個別財務諸表におきましては1,300百万円、連結財務諸表におきまし

ては1,100百万円、それぞれ増加する見込みとなります。 

 

５．子会社の設立 

 (１) 子会社の概要  

（ⅰ）商 号  株式会社ＤＧインキュベーション 

（ⅱ）代 表 者  代表取締役社長 南 一哉 

（ⅲ）本 店 所 在 地  東京都渋谷区富ケ谷二丁目43番15号 

（ⅳ）設 立 年 月 日  平成21年６月25日 

（ⅴ）資 本 金  100百万円 

（ⅵ）主 な 事 業 内 容  海外投資を中心としたインキュベーション事業 

（ⅶ）決 算 期  ６月末日 

（ⅷ）発行済株式総数  4,000株 

（ⅸ）従 業 員 数  ３名（設立年月日現在） 

（ⅹ）当 社 と の 関 係  

① 資本関係： 当該子会社は当社の全額出資により設立されます 

② 人的関係： 一部役員の兼務（３名）があります 

③ 取引関係： 当社に対し、管理業務の委託（一部）及び資金借入れを行います 

（ⅹⅰ）大株主構成及び所有割合（設立年月日現在） 

株式会社デジタルガレージ 100.0%
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（２） 子会社設立の理由 

前項２．事業再編の背景をご参照ください 

 

（３） 設立年月日及び業務開始日 

 平成21年６月25日 

 

（４） 今後の業績に与える影響 

新会社設立に伴う、当期連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

６．子会社の異動（ＤＧＣ） 

(１) 異動の理由  

前項２．事業再編の背景をご参照ください 
 

(２) 異動する子会社の概要  

（ⅰ）商 号  株式会社ＤＧコミュニケーションズ 

（ⅱ）代 表 者  代表取締役社長 枝澤 秀雄  

（ⅲ）本 店 所 在 地  東京都中央区月島一丁目15番７号 

（ⅳ）設 立 年 月 日  昭和37年11月27日 

（ⅴ）主 な 事 業 内 容  総合広告代理店業務 

（ⅵ）事業年度の末日  ３月31日  

（ⅶ）従 業 員 数  単体262名（平成21年３月31日現在）  

（ⅷ）主 な 事 業 所  東京都中央区月島一丁目15番７号 

（ⅸ）資 本 金 の 額  100百万円（平成21年３月31日現在）  

（ⅹ）発行済株式総数  275,500株（平成21年３月31日現在）  

（ⅹⅰ）大株主構成及び所有割合（平成21年３月31日現在） 

株式会社デジタルガレージ 100.0%

 

（ⅹⅱ）最近連結会計年度における業績の動向 

  (単位：百万円) 

 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 

売上高 22,986 18,825 

売上総利益 

（△は損失） 

4,118 3,337 

営業利益 

（△は損失） 

62 △403 

経常利益 

（△は損失） 

70 △434 

当期純利益 

（△は損失） 

17 △544 

総資産 7,520 5,669 

純資産（△は損失） 10 △520 

資本金の額 100 100 

1 株当たり配当金 ― ― 
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(３) 譲渡先の概要  

（ⅰ）ＤＧＣ役員（４名）に対し当社保有分90％（247,950株）を譲渡 

 

 

（ⅱ）買受者氏名  

買受者氏名 役職 住所 シェア 

枝澤 秀雄 代表取締役社長 東京都品川区 8.90%

針生 圭一 代表取締役ＣＯＯ 東京都墨田区 51.1%

石鍋 紀彦 取締役 東京都港区 15.0%

今田 稔 取締役 福岡市早良区 15.0%

 

（ⅲ）会社との関係：子会社役員 

 

 

(４) 譲渡前及び譲渡後の保有株式数及び保有割合  

（ⅰ）異動前の所有株式数 275,500株（保有割合100.0％）  

     （議決権の数275,500個）  

（ⅱ）譲渡株式数   247,950株  

     （議決権の数247,950個）  

（ⅲ）異動後の所有株式数  27,550株（保有割合10.0％）  

     （議決権の数27,550個）  

（ⅳ）譲渡価額  ８百万円  

  

(５) 異動の日程  

平成21年６月25日  取締役会決議、株式譲渡契約締結  

平成21年６月30日  株式譲渡実行日（予定）  

 

 

(６) 今後の見通し  

   本件により、ＤＧＣは、当社連結対象会社から除外されます。ＤＧＣに対するのれんに

つきましては当第３四半期決算におきまして減損処理は済んでおりますが、上記「７．子

会社に対する債務免除等の金融支援」に記載のとおり、同社に対して300百万円の債務免除

をいたしますので、同額特別損失が発生する見込みであります。 

また、個別業績につきましては、ＤＧＣ株式に対して当第３四半期決算におきまして減

損処理は済んでおりますので、新たに300百万円の関係会社株式売却損が発生する見込みで

あります。 

一方で、税務上の損金処理により、税金費用は700百万円減少いたしますので、当期純利

益は連結財務諸表、個別財務諸表とも400百万円増加する見込みとなります。 

 

７．ＤＧＣに対する債務免除等の金融支援 

（１）債務免除の理由 

上記「２．事業再編の背景」をご参照ください 
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（２）ＤＧＣの概要 

上記「６．子会社の異動（ＤＧＣ）（２）異動する子会社の概要」に記載のとおりであ

ります。 

 

（３）債務免除の内容 

（ⅰ）債 務 の 種 類  借入金債務 

（ⅱ）債 務 の 金 額  300百万円（債務の総額300百万円、比率100.0%） 

（ⅲ）実 施 日  平成21年６月25日（予定） 

 

（４）今後の見通し 

本件が、当社平成21年６月期連結業績に与える影響につきましては、上記「６．子会社の

異動（ＤＧＣ）（６）今後の見通し」に記載のとおりであります。 

以 上  


